
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 富山市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

417,308
1,241.85

97,378,445
179,648,209
170,288,283

1,388,651

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.81]

類似団体内順位

19/39
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

2.10

0.49

1.85

0.840.820.800.79

H20H19H18H17H16

0.81
0.780.750.73

財政構造の弾力性

経常収支比率 [91.0%]

類似団体内順位

18/39
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

99.6

64.8

90.7
90.0

87.486.8

H20H19H18H17H16

91.0
91.5

85.486.5

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [106,373円]

類似団体内順位

31/39
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

140,000

130,000

120,000

110,000

100,000

90,000

80,000

130,879

87,697

101,021103,085103,754
107,228

H20H19H18H17H16

106,373

109,356108,811

123,001

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.3]

類似団体内順位

6/39
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
108.0

106.0

104.0

102.0

100.0

98.0

96.0

94.0

104.7

95.7

100.6
100.6

100.1
99.4

H20H19H18H17H16

99.399.4
99.098.6

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.94人]

類似団体内順位

37/39
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

8.30

5.00

6.526.826.906.97

H20H19H18H17H16

7.94

8.188.188.34

公債費負担の状況

実質公債費比率 [12.4%]

類似団体内順位

24/39
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

19.4

0.9

10.410.5

14.313.6

H20H19H18H17H16

12.411.7

12.4
11.3

将来負担の状況

将来負担比率 [200.9%]

類似団体内順位

35/39
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

283.3

0.5

96.8102.4

H20H19H18H17H16

200.9
205.4

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

富山市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
「財政力指数」：財政力指数は0.81となっており類似団体平均を下回る。本市の面積が類似団体
では2番目に大きいことや、一部過疎地域が存在することなどにより、基準財政需要額が類似団
体平均より大きいことが要因となっている。

「経常収支比率」：経常収支比率は、退職者数の減少に伴う人件費の減少等から、前年度比
0.5％の減少となったものの、公債費や公共下水道事業会計繰出金等の補助費等が高い水準で
推移していることから類似団体平均を上回る。

「実質公債費比率」：実質公債費比率は12.4％となっており類似団体平均を上回る。国体の施設
整備や都市基盤整備に関する市債の償還が大きいことが主な要因となっている。

「将来負担比率」：将来負担比率は200.9％となっており、類似団体平均を上回る。地方債残高
や、債務負担行為に基づく支出予定額が大きいことが主な要因となっている。

「人口１人当たり人件費・物件費等決算額」：職員数、公共施設数等が類似団体と比較して多い
状況にある。そのため本市では、適正な職員数となるよう計画的に職員数の削減を行うととも
に、指定管理者制度の導入や民間委託の推進など行政の一層のスリム化を図り、簡素で効率
的な運営に努めていく。

「ラスパイレス指数」：給与の適正化に努めたことや職員の平均年齢が低下したことにより、類似
団体平均を下回っている。

「人口１人当たり職員数」：小学校区単位を基本として地区センター（住民サービス関連施設）を
設置しているほか、公立保育所の比率が高いことや、小中学校の調理員等を原則的に正規職
員で対応していることなどから類似団体平均を上回っている。このため、本市では合併後10年程
度で職員総数の10％以上（約500人）の削減を図ることを目標としている。

【総括】合併によるスケールメリットを十分生かしつつ、市税などの一般財源の確保と聖域なき歳
出の抑制を図るとともに、対応すべき行政需要の範囲、施策の内容及び手法を徹底的に見直
し、限られた財源を最大限有効に活用するよう努める。また、適正な職員数となるよう計画的に
職員数の削減を行い、行政の一層のスリム化を図る。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 高岡市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

178,977
209.38

36,789,572
66,610,121
66,233,104

289,909

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.83]

類似団体内順位

5/6
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0.78

1.50

1.000.960.92
0.87

H20H19H18H17H16

0.83

0.800.770.75

財政構造の弾力性

経常収支比率 [88.5%]

類似団体内順位

3/6
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

93.1

67.9

85.9
85.285.7

87.6

H20H19H18H17H16

88.5
89.0

86.9

86.6

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [109,066円]

類似団体内順位

4/6
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

130,000

120,000

110,000

100,000

90,000

80,000

112,331

94,636

104,972105,260104,554

108,900

H20H19H18H17H16

109,066

111,784110,812

116,647

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [99.0]

類似団体内順位

5/6
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
101.0

100.0

99.0

98.0

97.0

96.0

100.2

96.8

98.598.6
98.4

98.5

H20H19H18H17H16

99.0

99.6

98.9

97.7

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.85人]

類似団体内順位

6/6
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

7.85

5.47

6.656.896.88

7.40

H20H19H18H17H16

7.85

8.168.10
8.33

公債費負担の状況

実質公債費比率 [15.6%]

類似団体内順位

6/6
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

15.6

5.4

9.810.1

14.014.2

H20H19H18H17H16

15.6
15.1

13.7
12.9

将来負担の状況

将来負担比率 [174.6%]

類似団体内順位

5/6
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

250.0

200.0

150.0

100.0

50.0

0.0

174.6

22.2

58.266.2

H20H19H18H17H16

174.6

198.4

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

高岡市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

【財政力指数】
景気後退の影響による市税の減少により、0.83と類似団体平均を下回っている。引き続き歳出
の徹底的な見直しを実施するとともに、市税の収納率向上対策に取り組み、財政健全化を図る。

【経常収支比率】
補償金免除繰上償還による低利なものへの借り換え、大型事業の償還終了による公債費の減
少や人件費の減少に伴い、経常収支比率は対前年度比0.5ポイント減となっているが、依然類似
団体平均を上回っており、今後とも行財政改革の推進に積極的に取り組み、持続可能な財政運
営に努める。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
集中改革プランに掲げたとおり、事務事業の徹底的な見直しをはじめ、職員数及び給与の適正
化、民間活力の積極的な活用などを計画的に推進し、コストの低減を図っていく。

【ラスパイレス指数】
人事院勧告に基づき、給料表の適正な運用に努めてきたほか、従来から実施していた管理職手
当の減額については、前年度に引き続き管理職全員を対象に支給額の減額率を10％とし、給与

費の抑制に取り組む。今後とも集中改革プランに基づき、国や他自治体との均衡を図りながら給
与の適正化に努める。

【将来負担比率】
類似団体平均を上回っている要因として、過去の大型事業に係る起債や臨時財政対策債の増
加が挙げられる。今後、合併特例債を活用した事業、ＪＲ現駅・新幹線新駅に関する整備事業な
どの大型事業が予定されているが、各年度の市債の発行額を元金償還額以内に抑えることを原
則としながら、できる限り市債残高の抑制に努める。

【実質公債費比率】
今後、合併特例債を活用した大型事業が予定されており、平成24年をピークとする高い水準が
続くと推計される。今後とも、投資的事業を中心に、優先度、緊急度、事業効果について十分に
点検の上、事業の選択と効果的な財源配分を行うなど、適正な市債管理に努め、上昇抑制を図
る。

【人口千人当たり職員数】
集中改革プランに基づき、平成17年度当初の職員数を起点として、平成22年度当初までに職員
数の約8％（180人）の削減を目標として職員数の適正化に努めているところであり、その進捗状

況は、平成21年度当初で93.9％となっている。職員数については、合併もあったことから、類似
団体と比較して十分な削減効果が得られていないため、今後とも事務事業の見直し、民間活力
の積極的な活用、組織の合理化等の推進を図り、職員数の適正化に努めていく。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 魚津市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

45,499
200.63

10,268,317
17,946,316
16,253,120

764,382

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.73]

類似団体内順位

10/129
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.21

1.07

0.46
0.460.45

0.700.69

H20H19H18H17H16

0.730.700.67

0.630.61

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.9%]

類似団体内順位

36/129
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

106.5

82.9

92.8

94.893.7
90.089.9

H20H19H18H17H16

89.991.3

87.688.988.3

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [117,710円]

類似団体内順位

39/129
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

236,922

78,502

132,816
132,082130,591

123,772117,894

H20H19H18H17H16

117,710119,616117,397

130,072131,662

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.4]

類似団体内順位

68/129
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.1

68.8

95.695.895.695.696.5

H20H19H18H17H16

96.4
96.296.196.397.2

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.09人]

類似団体内順位

31/129
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

16.27

4.72

9.50
9.759.60

8.288.15

H20H19H18H17H16

8.098.388.35

8.408.61

公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.5%]

類似団体内順位

90/129
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

42.1

6.9

16.416.517.4
15.3

H20H19H18H17H16

18.5
17.917.716.8

将来負担の状況

将来負担比率 [192.5%]

類似団体内順位

106/129
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

1500.0

1200.0

900.0

600.0

300.0

0.0

1164.0

7.4

142.4156.0

H20H19H18H17H16

192.5
207.2

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

魚津市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　 大型事業所からの固定資産税収入等により類似団体平均を上回る収入があるため、財政力
指数は０．７３となっており、ここ４年間で連続した伸びを見せているが、今後は長引く景気低迷
による個人・法人関係の減収などが懸念されるため、投資的経費の抑制や行政評価に伴う事務
事業の見直しなどを実施することなどにより、行政の効率化に努めるとともに、財政の健全化を
図る。

【経常収支比率】
　 大型事業にかかる公債費の償還が終了を迎えていること、及び、減収補てん債や臨時財政対
策債の増加などの影響により、経常収支比率は昨年に比べて１．４％改善した。
　類似団体平均は下回っているものの富山県市町村の平均を上回っていることから、今後は事
務事業の見直しをさらに進めていくことにより、経常経費の削減を図る。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　 民間において実施可能な部分については出来るだけ指定管理者制度を導入していることか
ら、類似団体平均を下回ってはいるものの、富山県市町村の平均を上回っていることから、引き
続き業務の民間委託等を進めていくなど、コストの低減を図る。

【ラスパイレス指数】
　 平成１４年度の９９．５をピークに指数は低下しているものの、類似団体平均を０．８上回る９
６．４となっている。今後は、人事考課の導入を検討していくなど引き続き人件費の適正化に努め
る。

【将来負担比率】
　地方債残高は平成９年度をピークに年々減少してきているものの、下水道事業債等の償還に
伴う繰出金や、企業誘致等に伴い設定された債務負担行為に基づく支出が高い水準となってい
ることから、類似団体の平均、全国及び富山県内市町村の平均を上回っている。
　今後は、行政評価制度を有効に活用しながら、緊急度や重要度、住民ニーズなどを的確に把
握し、事業の選択と集中を図ることで、計画的な財政運営に努める。

【実質公債費比率】
　 公債費は年々減少していくことが見込まれる一方、下水道事業等公営企業への繰出金は増
加していくことが見込まれ、債務負担行為に基く支出も高止まりの状態が続く見通しである。
　今後は、公債費負担の適正化を図るため、引き続き市債の新規発行を抑制していくとともに、
起債事業を実施する際には、市総合計画に基づく実施計画を策定する段階において、事業の優
先順位を決定し、場合によっては先送りするなど、将来の財政運営に支障を及ぼさないよう配慮
する。

【人口1,000人当たり職員数】
第２次行政改革大綱（平成１１年度～平成１５年度）の期間中において、３１人（６．２％）の削減
を行ってきたことや「魚津市行政改革集中改革プラン」に基づき、平成１７年４月１日から平成２２
年４月１日までの間に職員数を５％削減し、平成２２年４月１日時点で合計４２８人以下を目標に
職員削減に努めているところである。こうした結果、類似団体平均より１．４１人少ない８．０９人と
なっている。
　今後も引き続き、住民サービスを低下させることなく、業務の民間委託や効率化等により職員
数の削減に努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 氷見市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

54,115
230.47

13,106,206
21,933,377
21,251,132

620,943

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.44]

類似団体内順位

106/129
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.31

1.39

0.660.650.630.640.65

H20H19H18H17H16

0.44
0.420.410.390.39

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.4%]

類似団体内順位

19/129
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

107.5

77.8

93.0
93.592.1

88.6
86.3

H20H19H18H17H16

89.4
87.887.386.485.6

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [105,390円]

類似団体内順位

46/129
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

181,055

65,254

113,849
116,542115,686

127,420

109,469

H20H19H18H17H16

105,390112,720114,832119,317

121,749

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.3]

類似団体内順位

19/129
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
108.0

105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

102.9

89.4

97.6
97.5

97.3
96.396.9

H20H19H18H17H16

94.3
94.3

98.2
98.898.3

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.50人]

類似団体内順位

86/129
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

15.18

4.08

7.898.238.208.67
7.69

H20H19H18H17H16

8.50
8.618.508.749.09

公債費負担の状況

実質公債費比率 [22.3%]

類似団体内順位

125/129
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.4

4.2

14.3
14.2

16.115.6

H20H19H18H17H16

22.320.7
19.6

16.9

将来負担の状況

将来負担比率 [210.2%]

類似団体内順位

119/129
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

261.4

17.8

113.2115.7

H20H19H18H17H16

210.2
220.3

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

氷見市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
≪財政力指数≫
　第一次産業が中心で経済基盤が弱いことに加え、少子高齢化の進行及び労働力人口の流出
に伴って財政基盤が弱くなっている。
　「氷見市集中改革プラン」（平成19～21年度）に基づき、交流人口の拡大及び定住環境の整備
を進めるために、企業誘致や起業支援、臨海市有地の活用など経済の活性化につながる施策
を展開し、財政基盤の強化を図っていきたい。

≪経常収支比率≫
　予算要求時に設定する経常的経費の要求枠を抑えることなどによって、事務的経費を中心に
積極的な削減を行っているところであり、今後もこの流れを進めていく。

≪人口1人当たり人件費・物件費等決算額≫
　定員管理の適正化や事務的経費の積極的な削減を行ってきた結果、全国市町村平均及び類
似団体内平均を下回るまで改善されている。今後も人件費の抑制を図って行くほか、物件費等
について徹底して無駄をなくすよう見直していく。

≪ラスパイレス指数≫
　特別職及び一般職の給与の減額措置を実施したことから、指数は大幅に改善され、類似団体
内平均値を大きく下回っている。今後も給与・各種手当等の総点検を行うなど、給与水準の適正
化に努める。

≪将来負担比率≫
　地方債の新規発行の抑制などによる地方債残高の減少に伴い、前年度と比較して比率は減
少している。しかし、類似団体内平均値とはまだ大きな開きがあるため、今後の新規事業の実施
においては、地方債の活用や債務負担行為の設定等に総点検を図り、財政の健全化に努める。

≪実質公債費比率≫
　平成２１年度にかけて普通会計及び下水道特別会計の市債の償還がピークを迎えるため、こ
こしばらくは上昇が予想されるが、後年度の元利償還金額を減らすために投資を抑制してきたと
ころである。今後、小中学校の耐震化や市民病院の建設など大型の事業が予定されているが、
借入及び償還を計画的に行うことにより歳出に占める公債費の負担を軽減していきたい。

≪人口千人当たり職員数≫
　新規採用職員の抑制等を行ってはいるが、依然として類似団体内平均値を下回っている。「氷
見市集中改革プラン」（平成19～21年度）においては、平成17年4月1日から平成22年4月1日まで
の間に、人口千人当たり職員数を10.5％減少させることとしており、引き続き定員管理の適正化
に努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 滑川市

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

33,913
54.61

7,448,003
12,962,421
11,740,578

577,234

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.71]

類似団体内順位

7/89
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.610.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.26

1.56

0.50
0.490.46

0.700.67

H20H19H18H17H16

0.710.680.65

0.610.60

財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.8%]

類似団体内順位

14/89
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.6

69.8

90.4

92.5
91.090.0

86.1

H20H19H18H17H16

85.8

91.9

87.888.4

86.8

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [100,277円]

類似団体内順位

5/89
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

270,000

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

221,982

90,949

134,538
138,155136,292

123,772
131,972

H20H19H18H17H16

100,277
102,709102,261108,463107,979

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.1]

類似団体内順位

32/89
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

101.1

88.2

95.8
95.695.395.695.8

H20H19H18H17H16

95.1

94.193.5
92.592.9

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.10人]

類似団体内順位

1/89
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

16.25

6.10

9.46
9.899.86

8.28
9.04

H20H19H18H17H16

6.10
6.436.396.676.57

公債費負担の状況

実質公債費比率 [21.8%]

類似団体内順位

82/89
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.6

4.2

16.9
16.917.7

15.3

H20H19H18H17H16

21.8

23.1
22.1

18.8

将来負担の状況

将来負担比率 [116.6%]

類似団体内順位

37/89
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

308.5

22.9

128.3
139.9

H20H19H18H17H16

116.6131.5

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

滑川市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄

○財政力指数
　本市の財政力指数は、平成１３年度決算以来連続して向上しており、今年度においても類似団体平均・全国平均・
県平均よりも高い０．７１となっている。
　これまでも、歳入面では市税等の収納率の向上に努力しているところであり、歳出面での補助金等の整理合理
化、事務事業の整理見直しなどを合わせ、徹底的な行財政改革を推し進め、今後とも財政基盤の強化に努める。

○経常収支比率
　　経常収支比率については、地方税や地方交付税の増加と、人件費、公債費の減少により、昨年に比べ６．１％向
上し、類似団体平均・全国平均・県平均を下回る数値となっている。
　今後は「集中改革プラン」に基づく新規採用の抑制による人件費の減や公債費の逓減が見込まれるが、事務事業
の整理見直しをさらに進め、経常経費の削減に努める。

○人口１人当たり人件費、物件費等決算額
　類似団体平均・全国平均・県平均を大きく下回っている。類似団体内でも５番目の低さとなっており、今後とも人件
費、物件費の抑制に努める。

○ラスパイレス指数
　ラスパイレス指数については、９５．１と類似団体平均、全国市平均よりも下回っている。各種手当については、必
要最低限のものとなっており、他の自治体と比較しても特殊なものの支給はないところである。引き続き時間外勤務
手当の１０％以上（平成１６年度実績）の削減を目指し、給与の適正化に努める。

○実質公債費比率
　実質公債費比率については、２１．８％と平均よりもかなり高い数値となっている。
　単年度では、平成１８年度決算における比率が最も高く、これは平成８年・９年にかけて借り入れた地域総合整備
事業債の償還がピークを迎えたことに加え、一部事務組合への負担金や下水道事業への繰出金が増加したことな
どによるものである。
　平成１９年度から３年間で、従前に借り入れした利率５％以上の公的資金について特別会計も合わせ、繰上償還
や借換えを行うことによる比率の逓減に努めており、平成１９年度と比較し、１．３ポイント改善した。
　今後も比率は逓減していくものと考えているが、地方債の発行にあたっては、財政状況を勘案しながら可能な限り
抑制していく。

○将来負担比率
　将来負担比率については、類似団体平均・県内市町村平均を下回っているが、全国市町村平均を上回る数値と
なっていることから、今後とも大きく地方債に偏ることのない財政運営に努める。

○人口千人当たり職員数
　類似団体の中で最も少ない６．１０人となっており、全国平均・県平均をも大きく下回っているが、「集中改革プラン」
に則り、今後とも定員管理の適正化に努め、少数精鋭体制の確立とともに、平成１７年度から２１年度までの５年間
で５％超（１３人）の職員数削減に努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 黒部市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

42,824
426.34

11,607,021
20,662,456
20,098,613

442,185

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.79]

類似団体内順位

6/89
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.26

1.56

0.50
0.490.460.44

H20H19H18H17H16

0.790.780.730.70

財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.3%]

類似団体内順位

11/89
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.6

69.8

90.4

92.5
91.090.4

H20H19H18H17H16

85.3
90.1

84.8

80.0

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [124,968円]

類似団体内順位

35/89
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

270,000

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

221,982

90,949

134,538
138,155136,292

136,605

H20H19H18H17H16

124,968130,265134,994

141,385

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.7]

類似団体内順位

39/89
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

101.1

88.2

95.8

95.6

95.395.1

H20H19H18H17H16

95.7

95.7

94.394.5

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [9.81人]

類似団体内順位

48/89
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

16.25

6.10

9.469.899.869.60

H20H19H18H17H16

9.81
10.0410.0310.33

公債費負担の状況

実質公債費比率 [22.9%]

類似団体内順位

86/89
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.6

4.2

16.9
16.917.7

16.1

H20H19H18H17H16

22.9
22.022.2

19.3

将来負担の状況

将来負担比率 [151.5%]

類似団体内順位

59/89
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

308.5

22.9

128.3139.9

H20H19H18H17H16

151.5

178.6

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

黒部市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

<財政力指数>
　大企業の立地等により類似団体を上回る税収があること等から、類似団体と比較して高い状況が続いているが
（⑱0.73、⑲0.78、⑳0.79）、当該企業の特殊事業等により平成18年度以降はその納税額が大幅に減少することか
ら、各種事業の見直し等により歳出の削減を図るほか、税の徴収強化や広告導入による新たな財源確保等により
歳入を確保する。

＜経常収支比率＞
　比較的多い市税収入等により類似団体を下回る85.3％となっているが、今後は福祉関係費や施設管理費の増加
による比率悪化が懸念される。「黒部市定員適正化計画」に掲げた職員数の減（5年間で6.3％以上）による人件費
の削減や、「公共施設見直し指針」に基づく施設維持管理費の適正化など、行財政改革への取組みを通じた義務的
経費の削減に努め、現在の水準を維持する。

＜人口一人あたり人件費・物件費等決算額＞
　平成17年度までは類団平均値を上回っていたが、保育所民営化の取組み等により18年度以降は平均値を下回っ
ている。引き続き、保育所民営化や公共施設の見直し、指定管理者制度の拡充等により維持管理費や事務費のコ
スト縮減を図る。

＜ラスパイレス指数＞
　以前から給与費の抑制等により類団平均値を下回っており、今後も人事評価や業績評価の給与反映により給与
の適正化に努める。

＜実質公債費比率＞
　普通建設事業や公営企業（病院・上下水道）に係る起債償還がピーク期を迎えており、ここ数年は高い水準で推
移する。この対策として、臨時財政対策債を除く新規発行債の抑制（年15億円以内）に努めるとともに、高利債の繰
上償還や受益者負担の見直しに努め、平成29年度には18％未満までに低下させる。

＜人口千人あたり職員数＞
　合併時は10.33人であったが、合併後の職員適正化計画による配置見直しや保育所民営化等により、9.81人と
なった。今後も、「黒部市定員適正化計画」に掲げた職員数の減（5年間で6.3％以上）をめざした取組みを進め、当

該値の縮減に努める。

＜将来負担比率＞
　平成20年度から合併特例債の償還が始まり、この償還分が基準財政需要額に加算されたこと
や、副市長２人体制の見直しなどにより、前年値を大きく下回った。今後も、合併特例債の活用
や職員配置の見直しなどにより、将来負担の低減を図る。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 砺波市

人 口
面 積
標準財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

49,379
126.96

12,802,356
20,890,611
20,078,076

793,105

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.63]

類似団体内順位

16/129

全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61

0.63

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.3%]

類似団体内順位

27/129
全国市町村平均

91.8

富山県市町村平均

88.9

(%)

89.3

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [120,413円]

類似団体内順位

48/129

全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

120,413

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.5]

類似団体内順位

57/129

全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6

95.5

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.59人]

類似団体内順位

45/129

全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

8.59

公債費負担の状況

実質公債費比率 [23.3%]

類似団体内順位

120/129
全国市町村平均

11.8

富山県市町村平均

16.6

(%)

23.3

将来負担の状況

将来負担比率 [174.6%]

類似団体内順位

96/129

全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

174.6

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

砺波市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

富山県 砺波市

人 口
面 積
標準財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

49,379
126.96

12,802,356
20,890,611
20,078,076

793,105

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.21

1.07

0.46
0.460.450.44

0.57

H20H19H18H17H16

0.630.610.590.580.57

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

106.5

82.9

92.8

94.893.7
90.4

88.7

H20H19H18H17H16

89.390.589.389.2

88.9

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

236,922

78,502

132,816
132,082130,591136,605

119,874

H20H19H18H17H16

120,413
120,514117,726

131,209

134,441

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.1

68.8

95.6

95.895.695.1

96.1

H20H19H18H17H16

95.5

96.396.296.4

95.6

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

16.27

4.72

9.50
9.759.609.60

8.48

H20H19H18H17H16

8.599.069.069.36

9.64

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

42.1

6.9

16.416.517.416.1

H20H19H18H17H16

23.3
22.421.3

17.7

(%)

1500.0

1200.0

900.0

600.0

300.0

0.0

1164.0

7.4

142.4156.0

H20H19H18H17H16

174.6

230.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

砺波市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下
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140以上

分析欄

【財政力指数】上昇傾向にあり類似団体の平均を大きく上回っている。しかしながら、市税収入については経済情勢の悪化によ
る個人市民税や法人市民税の減収などの減少要因もあることから、これまで以上に制度・施策の見直しによる歳出の抑制を図
り、併せて住民サービスに必要な経費についてバランスのとれた応益負担を求めるなど歳入確保に努める。
 
【経常収支比率】類似団体を下回っており、昨年との比較でも類似団体と同程度の下げ幅となった。今後も定員適正化計画の更
なる前倒しや、施設の統廃合や民間委託も含めた抜本的な経費の削減、補助金の廃止や補助率等の見直しなどを実施し、更なる
経常経費の抑制に努める。
 
【実質公債比率】類似団体や全国市町村の平均を大きく上回っている。その理由として、起債償還が前年度においてピークだっ
たことや、前年度から病院事業や下水道事業への繰出額が増加したこと等が挙げられる。今後も公債費負担適正化計画や財政健
全化計画に基づき、適正な市債管理を行い市債残高の減少に努めるとともに、病院事業や下水道事業については改革プランや中
長期計画を基に今以上の経営努力を求める。
 

【将来負担比率】前年より改善され、県内市町村平均と同程度である。起債現在高は今後減少していく見込みであるが、市税
収入、交付税額、基金等も減少が見込まれるため、同水準で推移していくものと思われる。
 
【ラスパイレス指数】類似団体平均をやや下回り、全国市平均より低くなっている。今後も国の基準及び他の地方公共団体の
状況等に留意する。
 
【人口1,000人当たり職員数】類似団体を下回っているものの県内及び全国の市町村平均を上回っている。今後も定員適正化計
画の前倒しにより職員数の適正化に努める。
 
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】類似団体を下回っているものの県内及び全国の市町村平均を若干上回っている。
定員適正化計画を前倒しして職員数の削減に努めているため確実に職員給は減少しており、今後も人件費の縮減に取り組んで
いきたい。物件費の削減は、国の新たな制度導入や制度改正に伴うシステム改修等により大変困難であるが、財政健全化計画
で目標とした削減を実現させるよう経常経費の抑制に努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 小矢部市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

32,826
134.11

7,713,143
12,919,530
11,734,421

424,188

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.62]

類似団体内順位

13/89
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.26

1.56

0.50
0.490.460.440.48

H20H19H18H17H16

0.620.610.590.560.54

財政構造の弾力性

経常収支比率 [90.1%]

類似団体内順位

33/89
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.6

69.8

90.4

92.5

91.090.490.1

H20H19H18H17H16

90.191.7

91.491.491.1

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [126,087円]

類似団体内順位

38/89
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

270,000

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

221,982

90,949

134,538
138,155136,292136,605

129,016

H20H19H18H17H16

126,087

141,023144,367
151,333152,325

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.5]

類似団体内順位

36/89
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

101.1

88.2

95.8
95.695.395.1

95.0

H20H19H18H17H16

95.5
95.4

94.894.9

95.4

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.50人]

類似団体内順位

26/89
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

16.25

6.10

9.46
9.899.86

9.609.53

H20H19H18H17H16

8.509.409.29

9.689.80

公債費負担の状況

実質公債費比率 [20.9%]

類似団体内順位

77/89
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.6

4.2

16.9
16.917.7

16.1

H20H19H18H17H16

20.9
21.321.4

15.5

将来負担の状況

将来負担比率 [183.0%]

類似団体内順位

73/89
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

308.5

22.9

128.3139.9

H20H19H18H17H16

183.0
193.3

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

小矢部市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
◆財政力指数
　平成１６年度以降、連続した伸びを見せており、類似団体平均、富山県市町村平均よりも高い水準であ
る。
　税収等は年々増加しているが、人口が減少していること、財政措置のある地方債の元利償還金が減少
していることなどが大きく影響している。今後は、近年の景気低迷による税収の減が見込まれるため、徴
収率向上対策により歳入の確保に努める。

◆経常収支比率
　平成１６年度以降、９１％台を推移していたが、今年度では９０．１％に改善され、全国市町村平均、類
似団体平均よりも低い水準となった。
　これは、予算編成時に経常的経費の５％削減（平成１９年度は２０％削減）を目標に全庁を挙げて取組
み、また、予算執行時には予算額の５％を留め置きした結果と思われる。しかし、富山県市町村平均と比
べるとまだ高い水準であるため、引き続き、「小矢部市行財政改革大綱」に基づき、人件費、公債費など
の経常的経費の削減に努める。また、行財政改革市民会議による外部評価を活用することにより、事務
事業の存廃、事業内容の見直しを行い、スリムな経営体質に努める。

◆ラスパイレス指数
　ここ数年間は、類似団体平均とほぼ同水準であり、今年度では９５．５％である。引き続き、給与の適正
化を図り、ラスパイレス指数の低下に努める。

◆実質公債費比率
　今年度の比率は２０．９％であり、前年度からみると０．４％の低下となった。しかし、類似団体平均（１
６．９％）や、富山県市町村平均（１６．６％）に比べると大きく上回っている。
　比率が低下した要因は、地方交付税の増（約１億円増、前年度比３．４％増）など一般財源の増加が影
響している。今後は、道の駅・地域振興施設整備事業や石動駅南土地区画整理事業など大型投資事業
に係る起債の償還開始により、実質公債費比率が上昇すると見込まれる。そのため、引き続き、地方債
の借入総額を抑制し、地方債残高が増加しないよう努める。また、借り入れる際には、可能な限り財政措
置のある有利な地方債を選択することにより、当該比率の上昇を抑制する。

◆将来負担比率
　今年度の比率は１８３．０％であり、前年度からみると１０．３％と大きく低下した。しかし、類似団体平均
（１２８．３％）や、富山県市町村平均（１７７．３％）に比較すると大きく上回っている。
　比率が低下した要因は、借入の抑制による地方債残高の減や、職員数の減による退職手当支給予定
額の減、また、財政調整基金をはじめとする各種基金残高も増加していることが大きく影響している。今
後は、石動駅南土地区画整理事業や石動小学校改築事業など大型投資事業に係る地方債発行額が増
加することにより、将来負担比率が上昇すると見込まれる。今後は、上記「実質公債比率」と同様に、地
方債借入総額の抑制、有利な地方債の選択等により、当該比率の上昇抑制に努める。また、行財政改
革を推進することによりムダな歳出を削減し、財政調整基金等の各種基金残高が増加するよう努める。

◆人口１,０００人当たり職員数
　今年度の職員数は８．５０人であり、前年度と比較すると０．９人の大幅な減となった。類似団体平均と
比較すると低い水準である。
　これは、定員管理計画に基づき、退職者の補充抑制など実施してきたことが影響している。今後も、小
矢部市行財政改革大綱に定める「平成２６年度までに人口比１％の職員体制（３００人）」を目指し、職員
数の削減に取り組む。

◆人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　今年度の決算額は１２６，０８７円であり、前年度と比較すると１４，９３６円の大幅な減となった。平成１６
年以降、はじめて類似団体平均より低い数値となった。
　これは、ケーブルテレビ事業に指定管理者制度を導入したことや、桜町遺跡発掘調査委託料の減など
により物件費が大幅に減となったことが影響している。また、退職者の補充抑制による人件費の減も数値
改善の一因となっている。市内には老朽化している公共施設が多くあり、今後は維持補修費がかさむ見
込みがあるため、効率的な維持管理を行うよう努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 南砺市

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

56,743
668.86

22,209,502
36,326,402
34,809,000
1,214,397

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.44]

類似団体内順位

36/47
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.610.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

2.10

0.29

1.70

0.72
0.720.690.640.65

H20H19H18H17H16

0.44
0.430.410.390.37

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.7%]

類似団体内順位

9/47
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

97.8

67.0

87.9

88.286.9
88.6

86.3

H20H19H18H17H16

86.7

91.092.091.9
89.9

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[156,006円]

類似団体内順位

40/47
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

214,025

83,339

122,644
121,535120,766

127,420

109,469

H20H19H18H17H16

156,006
156,094160,473

168,506

186,852

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.9]

類似団体内順位

3/47
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

101.7

88.2

97.0
97.0

96.396.396.9

H20H19H18H17H16

90.9
90.490.090.190.5

定員管理の状況

人口千人当たり職員数[11.60人]

類似団体内順位

41/47
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

17.69

5.68

8.398.448.408.67
7.69

H20H19H18H17H16

11.60

12.6512.5412.9513.14

公債費負担の状況

実質公債費比率 [19.8%]

類似団体内順位

42/47
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

22.3

5.1

14.114.3
16.315.6

H20H19H18H17H16

19.8

21.220.5

17.2

将来負担の状況

将来負担比率 [104.9%]

類似団体内順位

16/47
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

244.4

5.2

103.3111.7

H20H19H18H17H16

104.9

126.7

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

南砺市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　昨年度と比較して改善している。その主な理由は、平成19年度の個人所得割の税源移譲により、基準
財政収入額が増額したため、当該指数が伸びたからである。
　しかし、平成20年度の単年度指数は前年度より下がっており、今後も、景気の後退による法人税額の
減、個人所得額の減により基準財政収入額が減少傾向であり、当該指数の悪化が予想できる。
　今後、税収の徴収体制を強化すると共に、企業誘致や人口増対策などにも引き続き取り組みながら、財
政基盤の強化に努める。
【経常収支比率】
　類似団体に比して大きな職員数や公共施設数などにより、当比率が高くなっている。予算編成でのマイ
ナスシーリングや、職員数の適正化を進めている効果により、年々、数値が改善しているところ。
　収入面では、普通交付税が地方再生対策費の新設により増額し、臨時財政対策債を増額して発行した
ことにより、当該年度の経常一般財源が増えている。歳出面では、職員数の削減による給与費の減、H18
年度から行っている公債費繰上償還により当該年度の元金償還額の圧縮により、経常的な支出額が減
少している。
　今後も引き続き、コストを意識した予算執行や職員数適正化、類似公共施設統廃合、高利率地方債繰
上償還などを行い、当該比率の改善に努める。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　人件費や公共施設の維持管理費に要する経費が嵩み、当該決算額が大きくなっている。
　しかし、職員数の削減や行政改革の進捗したこと、当初予算編成時にマイナスシーリングを設けたこと
により、当該指数は年々改善している。ただし、人口の減少が大きく、減少の効果額ほど当該指数の改善
につながっていないのが、残念なところ。
　今後も引き続き、職員数適正化や類似施設統廃合、指定管理者制度の積極的な導入を行い、コストの
低減を進める。
【ラスパイレス指数】
　合併以前からの給与水準や体系を引き継いでおり、当指数は類似団体内でも低い位置となっている。今
後も引き続いて、給与水準の適正化に努める。
　なお、比較対照となっている国と当市の経験年数階層内における職員分布の差が、近年の指数の上昇
につながっている。
【人口1,000人当たり職員数】
　職員数の適正化を計画的に進めている効果から、昨年度と比して職員数は3%削減している。
　今後も引き続き、組織体制の見直しや退職者の3分の1補充、早期勧奨退職の実施により、合併後10年
で200人減員を目指す（病院事業を除く。）。

【実質公債費比率】
　既発債の繰上償還を進めた結果、単年度の当該比率は改善（H18 23.8% → H19 21.1% → H20 14.8%）し
ており、三か年平均値も同様に改善している。その主な理由は、積極的な繰上償還により当該年度の元
金償還額が減少したことと、病院事業債の償還が進んで繰入見込額が圧縮できたことである。
　今後、下水道事業債の償還ピークが平成21年度であることから、当該比率は一旦上昇するが、繰上償
還や投資的事業費の縮減、普通交付税措置率の高い地方債の活用、地方公営企業債の償還への繰出
金圧縮などにより、公債費負担適正化計画で定めた平成26年度より早い時期での18.0%以下達成に努め
る。
【将来負担比率】
　昨年度と比較して約20%の改善がみられる。その主な理由は、積極的な繰上償還と新規発行の抑制を
行うことで地方債残高総額を約9億円減少させたことと、病院事業債の償還が進んで繰入見込額が圧縮
できたことである。
　当市の特徴として、類似団体に比して地方債残高は多いものの、充当率や交付税措置率が高い有利な
地方債を利用していることから、充当可能財源である基金残高や基準財政需要額算入見込額が多いこと
である。
　今後も、普通交付税措置率の高い地方債の活用、地方公営企業債の償還への繰出金圧縮などにより、
当該比率の改善に努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 射水市

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

94,609
109.18

22,382,554
40,867,685
39,883,581

902,204

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.75]

類似団体内順位

31/43
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61
0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0.61

1.60

0.910.880.850.84

H20H19H18H17H16

0.75
0.720.690.65

財政構造の弾力性

経常収支比率 [88.9%]

類似団体内順位

15/43
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.3

68.5

90.689.4
87.687.8

H20H19H18H17H16

88.9
86.886.486.4

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [118,883円]

類似団体内順位

39/43
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

138,085

84,678

103,962106,083105,660107,315

H20H19H18H17H16

118,883

125,558124,985

135,668

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.0]

類似団体内順位

13/43
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

102.5

91.5

97.697.396.997.2

H20H19H18H17H16

96.0
95.5

94.9
95.5

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.38人]

類似団体内順位

38/43
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

11.00

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

3.00

9.35

4.63

6.907.197.207.03

H20H19H18H17H16

8.38

9.219.20
9.45

公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.8%]

類似団体内順位

41/43
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

19.0

1.0

10.210.3

13.813.8

H20H19H18H17H16

16.8
16.616.1

14.8

将来負担の状況

将来負担比率 [185.1%]

類似団体内順位

35/43
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

500.0

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

327.9

9.2

78.6
75.7

H20H19H18H17H16

185.1
180.1

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

射水市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

財政力指数：財政力指数は、上昇しているが、依然として類似団体平均を大きく下回っている。
税収増加等歳入確保の取組により、財政基盤の強化に努める。

経常収支比率：事務事業の見直し等により、経常経費の縮減に努めている。類似団体平均は下
回っているものの、依然として高い水準にあることから、引き続き、民間活力の導入等による維
持管理経費の縮減に努める。

人口1人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体に比べ高くなっているのは、主に人件費を要
因としており、職員数が高い水準にある。また、合併により分庁舎方式での行政サービスの実施
や類似公共施設が多くあることによる維持管理経費が発生しているためであり、これらの経費の
縮減に努める。

ラスパイレス指数：国の新人事制度による職務給の原則に基づき、年功による給与処遇の見直
し、職務職責に応じた構造への転換、枠外昇給制度の廃止等の措置を講じており、指数は96.0
と全国市平均及び類似団体平均を下回っている。今後とも国や類似団体、他市町村の状況を見
ながら各種手当等の見直しを行い、一層の給与の適正化に努める。

将来負担比率：合併特例事業債を活用した大型事業等により、類団平均を上回っているが、今
後も合併特例事業債の発行による増加が見込まれる。通常債に比べ、有利な起債であるが、今
後の事業実施については、緊急性や必要性を十分に考慮した借入れに努める。また、将来を見
据えて徹底した行財政改革を断行するとともに、財政調整基金の積み立てをより増額するなど、
自立できる安定した財政基盤の強化に努める。

実質公債費比率：合併前市町村や合併後実施した大型事業の償還等により、今後数年間は上
昇傾向が見込まれるが、適量適切な事業実施や償還額の平準化に配慮した財政運営に努め
る。

人口1,000人当たり職員数：合併前の旧市町村ごとに地区行政センターを設置していること、市
内に私立保育園が少なく市立保育園の割合が高いこと等により類似団体平均を上回っている。
平成18年3月に作成した定員適正化計画に基づき、事務事業の見直し等により退職者の補充を
1/3程度に抑制してきているが、平成22年4月までに職員を8.8％（107人）削減する目標に対し、
平成21年4月までに10.9％（132人）削減と、1年早く目標を達成した。今後とも、職員数の適正化
に努めていく。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 舟橋村

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

2,989
3.47

1,017,060
1,741,601
1,627,499

91,951

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.44]

類似団体内順位

8/61
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

0.08

2.89

0.35
0.360.360.320.22

H20H19H18H17H16

0.440.430.420.410.39

財政構造の弾力性

経常収支比率 [73.2%]

類似団体内順位

4/61
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

115.1

54.0

85.5
86.785.587.7

92.1

H20H19H18H17H16

73.2
71.5

78.4
81.882.0

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [174,559円]

類似団体内順位

2/61
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,710,997

170,510

354,357
358,674361,939368,249

533,134

H20H19H18H17H16

174,559
179,000174,148173,301173,568

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [92.0]

類似団体内順位

35/61
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

97.6

78.8

90.9
90.4

90.291.0
90.0

H20H19H18H17H16

92.091.1

89.389.6
87.8

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.70人]

類似団体内順位

1/61
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

100.00

80.00

60.00

40.00

20.00

0.00

81.63

8.70

22.50
23.1023.0722.14

34.92

H20H19H18H17H16

8.70
9.509.6810.3811.77

公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.1%]

類似団体内順位

38/61
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

32.1

△ 0.3

13.014.314.6
12.8

H20H19H18H17H16

18.1

19.5
21.2

17.9

将来負担の状況

将来負担比率 [175.0%]

類似団体内順位

35/61
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

231.6

2.4

4.1
15.6

H20H19H18H17H16

175.0
173.2

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

舟橋村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

○財政力指数
　　　 近年の人口増により、７年連続して類似団体を上回る収入があるため、０．４４になっている
が、
　　　 人口の増加は、今後大きな伸びが予想されないため、税の徴収強化等による歳入確保に努める。
○経常収支比率
　　　 臨時職員の増による物件費が伸び、平成１９年度比１．７％増となるが、類似団体平均を下回っ
て
　　　 いる。今後も事務事業の見直しに努めていく。
○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　　　 １７４，５５９円と類似団体の中で２番目に少ないが、今後も事務事業の見直しを図り、経費節
減に
　　　 努める。
○ラスパイレス指数
　　　 ９２．０％と類似団体平均を上回っている。今後も、人件費の削減と各種手当の見直しを図り、
　　　 より一層の適正化に努める。

○将来負担比率
　　　　 平成１９年度比１．８％増となり、類似団体平均を大きく上回った。また、２０年度から２１
年度にかけて小
　　　　 学校の大規模改修が始まり、増加が見込まれる。このことから、他事業における地方債の発行
の抑制等
　　　　 により、将来の負担の軽減に努める。
○実質公債費比率
　　　　 類似団体平均を上回っている。主な要因は、下水道事業に対する一部事務組合への繰出金及び
普通
　　　　 建設事業費に係る起債の償還等に伴うものである。今後は、新規起債の発行を厳選し、数値が
１８％
　　　　 未満になるよう努める。
○人口千人当たり職員数
　　　　 過去からの新規採用抑制策による、類似団体の中では、最も少ない職員数である。今後もより
適正な
　　　　 定員管理に努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 上市町

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

22,596
236.77

5,992,734
8,792,175
8,600,762

162,241

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.50]

類似団体内順位

122/153
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.27

1.85

0.720.700.690.75
0.61

H20H19H18H17H16

0.50
0.470.450.430.42

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.1%]

類似団体内順位

57/153
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.2

70.0

89.4

89.5

88.1

83.3
85.3

H20H19H18H17H16

89.1

91.7

85.6

88.5
86.4

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [126,968円]

類似団体内順位

129/153
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

228,527

67,625

101,733103,696104,138111,008110,668

H20H19H18H17H16

126,968
132,029128,209133,880136,630

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.4]

類似団体内順位

32/153
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

104.4

80.5

96.1

95.7

95.6

94.894.6

H20H19H18H17H16

93.4

96.4

95.1

95.395.7

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [9.38人]

類似団体内順位

132/153
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

18.42

4.18

6.737.027.08
7.788.01

H20H19H18H17H16

9.38

10.2310.1210.1910.06

公債費負担の状況

実質公債費比率 [22.1%]

類似団体内順位

147/153
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.4

2.1

12.012.213.312.7

H20H19H18H17H16

22.1
21.8

19.9
17.2

将来負担の状況

将来負担比率 [243.1%]

類似団体内順位

125/153
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

306.0

1.1

69.277.8

H20H19H18H17H16

243.1216.2

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

上市町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
「財政力指数」：昨年度よりも0.3ポイント上昇したが、類似団体平均値を大きく下回っており、依
然厳しい財政状況にある。年度後半からの急速な景気の後退により、法人町民税が減となった
ほか、町たばこ税も減となり、町税で1.4％の減となった。引き続き、行政改革実施計画や定員管
理適正化計画に基づき、事務事業の見直しや経費の節減、給料の適正運用等に努めていく。

「経常収支比率」：職員数の削減や経常経費の節減、各種団体への補助金の見直し等により、
2.6ポイント減少した。今後も継続的な事務事業の見直しや、指定管理など民間委託の推進等に
努める。

「人口１人当たり人件費・物件費等決算額」：職員数の削減や事務事業経費の節減により人件
費・物件費ともに決算額では昨年度より減となったが、町単独で消防本部及び消防署を設置して
いるほか、6個所の公立保育所を運営していることなどから、類似団体平均よりも上回っている。
消防の広域化や保育所の民営化（20年度に1施設民営化）など民間活力を活用する方策や広域
的な行財政運営を進める。

「ラスパイレス指数」：定員適正化計画に基づく人事管理や給与の適正運用により、昨年度より3
ポイント下がっており、類似団体平均よりも良い数値となっている。今後も、より一層の給与の適
正化に努める。

「将来負担比率」：将来負担額において、下水道会計や病院会計などの公営企業等への繰入が
大きいためと、基金の取り崩しによる基金残高の減と財政調整基金が少額なため、将来負担額
からの控除額が少ないため、類似団体平均を大きく上回っている。今後も行財政改革を進めると
ともに、財政調整基金及び減債基金の積立による充当可能基金の増額に努める。

「実質公債費比率」：普通会計に係る分は横ばいとなっている。また、公営企業会計分について
も20年度分については病院事業会計分が下がったことにより減少しており、実質公債費比率は
単年度ベースでは減少しているが、3か年平均で0.3ポイント上昇している。今後は公債費負担適
正化計画に則り、21年度決算分をピークに減少する計画である。また、財政健全化計画により公
的資金補償金免除の繰上償還を行っていく。

「人口千人当たり職員数」：常備消防の設置や公立保育所運営などの要因により類似団体平均
を上回っている。保育所運営業務の民営化や給食業務の共同化等、組織のスリム化を図ってい
く。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 立山町

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

27,983
307.31

6,859,914
10,736,643
10,409,847

207,525

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.49]

類似団体内順位

127/153
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.27

1.85

0.720.700.690.70
0.58

H20H19H18H17H16

0.49
0.490.470.460.46

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.1%]

類似団体内順位

34/153
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.2

70.0

89.4

89.5

88.1

87.0

89.8

H20H19H18H17H16

86.1

90.9

85.9

90.0

86.6

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [111,948円]

類似団体内順位

111/153
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

228,527

67,625

101,733103,696104,138104,546111,233

H20H19H18H17H16

111,948
117,980116,974121,250126,748

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.8]

類似団体内順位

74/153
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

104.4

80.5

96.1
95.795.694.894.4

H20H19H18H17H16

96.8
97.798.297.297.2

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.97人]

類似団体内順位

130/153
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

18.42

4.18

6.737.027.087.03
7.83

H20H19H18H17H16

8.97

9.819.809.739.79

公債費負担の状況

実質公債費比率 [17.7%]

類似団体内順位

132/153
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.4

2.1

12.012.213.3
11.8

H20H19H18H17H16

17.7
17.817.816.5

将来負担の状況

将来負担比率 [214.2%]

類似団体内順位

124/153
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

306.0

1.1

69.277.8

H20H19H18H17H16

214.2
213.9

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

立山町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　基準財政収入額は平成１９年度とほぼ同額であったが、歳出削減率が全国平均を大きく上
回ったため「がんばる地方応援プログラムに係る増加需要額」が倍加したことや「地方再生対策
費」が創設されたことなどにより、分母となる基準財政需要額が大幅に増加し、単年度の財政力
指数は平成１９年度を下回る結果となった。
　今後も定員適正化計画に基づく職員数の適正管理や行革工程表に基づいた事務事業の見直
しにより歳出の削減を図るとともに、町独自の助成金制度による企業誘致を展開し、安定した歳
入の確保に努めていく。

【経常収支比率】
　「地方再生対策費」の創設などによる普通交付税の増加や固定資産税率の改正により、経常
一般財源は約３億円の増額となった。一方、経常経費充当一般財源は、人件費（△４，５００万
円）、維持補修費（△５，１００万円）の減少などにより、約８，４００万円の減額となった。これらの
要因により、経常収支比率は平成１９年度比４．８ポイント減の８６．１％まで改善し、類似団体の
平均値を下回る結果となった。
　ただし、維持補修費の減少は暖冬による除排雪費用の減少によるものであることから、今後も
経常一般財源の確保に努めるとともに、行改工程表に基づいた事務事業の見直しや人件費の
削減などを進め、財政構造の弾力性の確保に努めていく。

【実質公債費比率】
　一般会計で借入れした高金利の地方債の償還が順次終了してきていることや普通交付税の増
額に伴う標準財政規模の増加などにより、単年度の実質公債費比率は１６．９％まで減少したも
のの、依然として類似団体平均を大きく上回っている。今後も下水道事業が起こした地方債に対
する元利償還金への町負担金が増加していくと見込まれることから、地方債の新規借入につい
ては事業を厳選し、一般会計における公債費充当一般財源の抑制に努めていく。

【将来負担比率】
　地方債の現在高や債務負担行為支出予定額が平成１９年度に比べ減少したものの、下水道
整備の進展により公営企業債等繰入見込額及び組合等負担等見込額が大きく増加したため、
将来負担比率は０．３ポイント上昇した。
　比率が類似団体の平均値を大きく上回る状況にあるうえに、特定環境保全公共下水道事業に
係る組合等負担等見込額が今後増額となっていく公算が高いことから、一般会計における地方
債の新規借入についてはこれまで以上に事業を厳選し、将来負担額の抑制に努めていく。

【ラスパイレス指数】
　定員適正化計画に基づく定員管理を平成１７年度より実行しており、平成２１年度には定員適
正化計画の削減目標値を１年前倒しで達成した。また、管理職手当、特殊勤務手当についても
見直しを図っており、今後も引き続き施設の統合や指定管理者制度の導入に努めていく。

【人口1000人当たり職員数】
　定員適正化計画に基づく職員数の削減により平成19年度に比べ大きく減少しているが、面積
が広いうえに南北に長い町域のため、人口に対しての保育所・小学校などの施設数が多いこと
が要因となり、類似団体平均を上回っている。
　今後は更なる民間委託の推進や事務事業の見直しによる効率化を図るとともに、定員適正化
計画に基づく適正な定員管理に努めていく。

【人口１人当たり人件費・物件費等】
　類似団体平均に比べ高くなっている要因は、「人口1000人当たり職員数」同様に施設数が多い
ことであるが、類似団体平均値との差は改善してきている。
　今後も、適正な定員管理による人件費の抑制を図るとともに、指定管理者制度の導入をはじめ
とした行財政改革を一層推進し、コストの低減に努めていく。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 入善町

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

27,438
71.29

6,772,711
12,452,030
12,029,873

381,122

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.59]

類似団体内順位

28/43
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.24

1.94

0.83
0.830.800.750.71

H20H19H18H17H16

0.59
0.560.530.520.52

財政構造の弾力性

経常収支比率 [81.0%]

類似団体内順位

12/43
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

97.5

65.7

83.5
82.681.783.3

81.9

H20H19H18H17H16

81.0
79.881.1

83.0

82.9

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [108,781円]

類似団体内順位

20/43
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

188,708

69,568

113,004
114,507112,089

111,008
98,143

H20H19H18H17H16

108,781113,317111,285

119,332122,773

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [92.9]

類似団体内順位

15/43
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

99.9

87.3

94.4
94.5

93.9
94.894.8

H20H19H18H17H16

92.9
94.3

94.3
95.495.6

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [8.86人]

類似団体内順位

30/43
全国市町村平均

7.46
富山県市町村平均

8.39

(人)

16.00

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

14.27

5.00

7.988.208.067.78
6.80

H20H19H18H17H16

8.86
8.988.919.259.33

公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.0%]

類似団体内順位

31/43
全国市町村平均

11.8
富山県市町村平均

16.6

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.6

2.1

10.911.1
12.712.7

H20H19H18H17H16

16.0
15.915.0

13.0

将来負担の状況

将来負担比率 [65.9%]

類似団体内順位

13/43
全国市町村平均

100.9
富山県市町村平均

177.3

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

241.5

6.0

54.658.7

H20H19H18H17H16

65.9
71.0

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

入善町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

[財政力指数]
人口の減少、全国平均（Ｈ20年22.1％）を上回る高齢化率（同年27.5％）などにより、類似団体平
均を大きく下回っているが、数値自体は平成17年度から3ヶ年連続の伸びをみせており、0.59と
なっている。これは年当初の景気好調の影響による個人町民税の伸びや宅地化の増進、家屋
の増築に伴う固定資産税の伸びなどが要因として挙げられる。今後も経常経費の圧縮や主要施
策へ財源の重点配分、さらには自主財源の確保に向けた企業立地の推進に努めることで財政
の健全化を図る。

[経常収支比率]
類似団体平均を下回っているが、景気の低迷により税収減や各種交付金の減に伴い経常一般
財源は20年度で前年度より１億強の減（対前年度比△1.6％減）となり、比率も1.2％の増となっ
た。経常一般財源の減少は今後も続くものと予想されることから、行財政改革大綱などに基づい
た計画的な職員採用による人件費の抑制やすべての事務事業の見直しにより経常経費の削減
に努める。

[人口１人当たり人件費・物件費等決算額]
人口１人当たり決算額は類似団体平均を若干下回っており、要因としては退職不補充などによ

る人件費の圧縮と経常的な物件費の見直しによる抑制が挙げられる。今後も行政サービスを低
下させること無く、事務にかかる物件費などの抑制に努める。

[ラスパイレス指数]
国に準じた諸手当の見直しなどを行っているほか、17年度には退職一年前特別昇給の廃止など
さらなる見直しを行った。今後も継続した見直しを行い、類似団体平均を下回っている数値の維
持を図る。

[将来負担比率]
類似団体平均を若干上回っているが、全国及び県内平均と比較すると大きく下回っている。主な
要因としては高利（６～７％以上）な政府資金の補償金免除繰上償還や、財政調整基金及び減
債基金など充当可能基金の増額積立があげられる。職員数の減少に伴い、退職手当負担見込
額も減少となり、新川広域圏事務組合など一部事務組合の負担等見込額も定期的な償還により
減少している。一方で、下水道事業の促進に伴い、下水道事業会計等に対する繰出金の増は今
後も見込まれることから、後世への負担を抑制するためにも、新規事業の実施等については十
分な見直しを行い、財政の健全化を図る。

[実質公債費比率]
現状として類似団体平均を上回っており、普通会計における地方債残高は20年度をピークに今
後減少の見込であるが、下水道事業等に対する準元利償還金としての繰出金の増により実質
公債費比率は今後も微増の動きにあると見込まれる。事務事業の見直しによる効率的事業選択
及び他会計の健全運営に伴う基準内繰出金の徹底などによって数値の増加を抑えるよう努め
る。

[人口1,000人当たり職員数]
類似団体平均を上回っているが、平成16年から平成26年までに職員数61人減（△20.3％）を目
標とする第三次入善町職員定員管理計画に基づく職員の採用計画により、定員管理の適正度
を類似団体平均水準にまでになるよう努める。



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
富山県 朝日町

人 口
面 積
標準 財政 規模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

14,438
226.32

4,379,208
7,555,591
7,099,041

374,238

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.41]

類似団体内順位

45/70
全国市町村平均

0.56
富山県市町村平均

0.61

0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

2.10

0.16

1.63

0.58
0.600.59

0.490.53

H20H19H18H17H16

0.41
0.410.400.390.39

財政構造の弾力性

経常収支比率 [84.9%]

類似団体内順位

15/70
全国市町村平均

91.8
富山県市町村平均

88.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

102.9

63.8

88.1
89.488.687.486.8

H20H19H18H17H16

84.9
84.784.985.484.0

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [137,746円]

類似団体内順位

35/70
全国市町村平均

114,142
富山県市町村平均

113,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

377,506

86,275

133,329

139,460139,240

128,423125,985

H20H19H18H17H16

137,746

136,285136,688

144,231147,178

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.2]

類似団体内順位
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [12.54人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.4%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [46.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

朝日町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
財政力指数：人口減少、高齢化等による法人・個人町民税の減と固定資産税の償却資産分の
減が影響し、0.41と類似団体の平均を下回っている。企業誘致や定住促進を行いつつ、徴収の
強化を図り、町税等自主財源の確保に努め、財政基盤の強化を図る。

経常収支比率：84.9％で類似団体の平均を下回っているが、今後、扶助費等の増加が見込まれ
ることから、定員管理の徹底や新たな起債の抑制等により現行の水準を維持していく。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：137千円で類似団体の平均とほぼ同水準であるが、今
後も定員管理の徹底、指定管理者制度の活用等により現行の水準を維持していく。

ラスパイレス指数：従来からの給与体系により類似団体の平均を下回っており、今後とも給与の
適正化に努めていく。

将来負担比率：46.1％で類似団体の平均を下回っている。これは財政調整基金及び減債基金の
積立による充当可能基金の増額等があげられる。今後も公債費等義務的経費を抑制し、財政の
健全化に努める。

実質公債費比率：1８.4％で類似団体の平均を上回っている。これは公営企業会計への繰出金
が多額であることと、債務負担行為に基づく支出が多額なためである。今後は、地方債の新規発
行の抑制や繰上償還、資本費平準化債の活用等により適正な水準を維持していく。

人口1,000人当たり職員数：12.54人であり類似団体の平均を上回っている。施設管理の臨時職
員の配置や退職者の不補充などにより従来から職員数の削減を行っているが、今後とも定員管
理の適正化に努めていく。




